
新たな食料・農業・農村基本計画の検討状況 
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食料自給率について 
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○ 食料・農業・農村基本法においては、食料の安定供給の確保について、①世界の食料需給及び貿易が
不安定な要素を有していることにかんがみ、平常時においては国内の農業生産の増大を図ることを基本
とし、これに輸入と備蓄とを適切に組み合わせること、②不測時においても、食料安全保障の観点から、
国民が最低限度必要とする食料の供給の確保を図ることの必要性を明示（第２条）。 

 

○ また、食料自給率目標については、食料・農業・農村基本計画において、その向上を図ることを旨として、
国内の農業生産及び食料消費に関する指針として関係者が取り組むべき課題を明らかにして定めると規
定（第15条）。 

（食料の安定供給の確保） 
第２条 食料は、人間の生命の維持に欠くことができないものであり、かつ、健康で充実した生活の基礎として重要なものであることに

かんがみ、将来にわたって、良質な食料が合理的な価格で安定的に供給されなければならない。 
２ 国民に対する食料の安定的な供給については、世界の食料の需給及び貿易が不安定な要素を有していることにかんがみ、国内の
農業生産の増大を図ることを基本とし、これと輸入及び備蓄とを適切に組み合わせて行わなければならない。 

３ 食料の供給は、農業の生産性の向上を促進しつつ、農業と食品産業の健全な発展を総合的に図ることを通じ、高度化し、かつ、多
様化する国民の需要に即して行われなければならない。 

４ 国民が最低限度必要とする食料は、凶作、輸入の途絶等の不測の要因により国内における需給が相当な期間著しくひっ迫し、又は
ひっ迫するおそれがある場合においても、国民生活の安定及び国民経済の円滑な運営に著しい支障を生じないよう、供給の確保が
図られなければならない。 

 

第15条   政府は、食料、農業及び農村に関する施策の総合的かつ計画的な推進を 図るため、食料・農業・農村基本計画（以下「基本
計画」という。）を定めなければならない。  

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  
 二 食料自給率の目標  
３ 前項第二号に掲げる食料自給率の目標は、その向上を図ることを旨とし、国内の農業生産及び食料消費に関する指針として、農業
者その他の関係者が取り組むべき課題を明らかにして定めるものとする。  

 

（不測時における食料安全保障） 
第十九条 国は、第二条第四項に規定する場合において、国民が最低限度必要とする食料の供給を確保するため必要があると認める

ときは、食料の増産、流通の制限その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

食料・農業・農村基本法（抜
粋） 

食料・農業・農村基本法における食料自給率の位置付け 
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参考 
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品目 

平成 
２５ 
年度 
消費 

(kg/年) 

平成 
３７ 
年度 
消費 

(kg/年) 

平成 
２５ 
年度 
生産 

(万ﾄﾝ) 

平成 
３７ 
年度 
生産 

(万ﾄﾝ) 

克服すべき課題 

米 
米粉用米、
飼料用米
を除く 

57    859   

〇 食の簡便化志向、健康志向等の消費者ニーズや外食・中食等のニーズへの対応 
○ 行政による生産数量目標の配分に頼らない需要に応じた生産 
○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、資材費の低減等による生産コストの低減 

米粉用米 0.1 2 

○ 最終製品価格を押し上げている製粉コストの低減や新たな米粉製品の開発 
○ 米粉の特性、メリット、新製品等の情報の十分な伝達 
○ 多収性専用品種の導入や地域条件に応じた栽培技術の確立等を通じた収量向上 
○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、資材費の低減等による生産コストの低減    

飼料用米 - 11 

○ 実需者ニーズに応じた安定生産と畜産経営における利用拡大 
○ 多収性専用品種の導入や地域条件に応じた栽培技術の確立等を通じた収量向上 
○ 農地の集積・集約化、新技術等の開発・導入、飼料原料用としての生産管理手法の導入、資材

費の低減等による生産コストの低減 
○ 飼料原料用としての供給・利用体制の整備による流通コストの低減 

小麦 33    81   

○ 国内産小麦の需要拡大に向けた産地形成やブランド化 
○ 実需者ニーズに対応した生産・流通体制の確立 
○ 新品種・新技術の開発・導入、輪作体系の最適化、排水対策等による収量・品質の高位安定化 
○ 農地の集積・集約化、経営規模の拡大に対応した省力化に資する技術の開発・導入等による

生産コストの低減 

大麦・ 
はだか麦 

0.3 18 

○ 焼酎などの外国産大麦が需要の多くを占める用途の国内産麦の需要拡大 
○ 実需者ニーズに対応した生産・流通体制の確立 
○ 新品種・新技術の開発・導入、輪作体系の最適化、排水対策等による収量・品質の高位安定化 
○ 農地の集積・集約化、経営規模の拡大に対応した省力化に資する技術の開発・導入等による

生産コストの低減  

大豆 6.1 20 

○ 国産原料を使用した大豆製品の需要拡大 
○ 実需者ニーズに対応した生産の推進と加工原料としての供給体制の確立 
○ 新品種・新技術の開発・導入、輪作体系の最適化、排水対策等による収量・品質の高位安定化 
○ 農地の集積・集約化、規模拡大に対応した省力化に資する品種・技術の開発・導入等による生

産コストの低減 

品目毎の課題について① 

○ 食料自給率目標等の設定に当たっては、以下のとおり、品目毎に課題を整理することが必要。 

５ 

参考 
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食料自給力について 
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農業経営モデルと地域戦略 
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新たな食料・農業・農村基本計画の構成等について（案） 
 
 

 
Ⅰ．章立てについて 
 新たな基本計画は、基本法において「基本的な方針」「食料自給率の目標」「講ずべき施策」「その他必要な事項」の４項目が計画事
項として規定されていることから、現行基本計画と同様、これに即した構成とすることが適当では 
ないか。 
※ 食料・農業・農村基本法第１５条において、基本計画において定めるべき事項等について、以下のとおり規定。 
・食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針 
・食料自給率の目標 
・食料、農業及び農村に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策 
・上記のほか、食料、農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 
 
Ⅱ．具体的な構成について 
第１ 食料、農業及び農村に関する施策についての基本的な方針 
１．食料・農業・農村をめぐる情勢と施策の評価 
 企画部会における検証作業等を踏まえつつ、例えば、高齢化や人口減少による影響、農業の構造改革、消費者と食をめぐる課題、
世界の食料需給、農業・農村の新たな動きと多様な可能性、東日本大震災からの復旧・復興 
といった視点から、食料・農業・農村をめぐる現行計画策定後の情勢変化や今後の中長期的な見通し、施策の評価について記述して
はどうか。その際、食料・農業・農村は大きな転換点にあることについての共通認識を得られるよう留意すべきではないか。 
 
２．農政改革の基本的な視点 
 これまでの施策展開の前提としていた食料・農業・農村の実態等が変化しつつあることから、・基本法に掲げる基本理念の実現に向
けて、関係者の発想の転換や新分野への積極的なチャレンジ、従来の仕組みや手法の変革が必要との観点に立ち、農政改革を進め
ていく必要があること・その際、例えば、政策の方向の安定性の確保、需要や消費者視点に立脚した施策展開、担い手が活躍できる
環境整備、資源の維持・継承の促進、技術革新の促進、農業・農村の所得倍増を目指した施策展開といった視点から農政改革を進め
ることについて記述してはどうか。 
 
第２ 食料自給率の目標 
 基本的な考え方、食料自給率目標、食料自給率向上に向けた取組等について記述してはどうか。さらに食料自給力指標について記
述してはどうか。第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策、今後講ずべき施策の内容について、これまでの
企画部会での検討や、基本法の構成を踏まえ、以下の項目を基本として施策の方向性が明確になるように記述してはどうか。 
 

企画部会資料（H26.12.19 
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１．食料の安定供給の確保に関する施策 
（１）食品の安全と消費者の信頼の確保 
  ○食品の安全確保、 ○食品に対する消費者の信頼の確保 
（２）食育の推進と国産農産物の消費拡大 
  ○消費者の多様なニーズ・特性に対応した食育、消費拡大、○ 伝統的な食文化の次世代への保護・継承 
（３）生産・加工・流通過程を通じた新たな価値の創出 
 ○ ６次産業化等の戦略的推進、○ 食品産業の更なる成長産業化、○ 知的財産の戦略的な創造・活用・保護 
（４）世界の食市場を取り込む農林水産物・食品の輸出促進 
 ○ オールジャパンでの輸出体制の整備、○ 輸出環境の整備、○ 輸出促進等のための日本食文化の海外展開 
（５）総合的な食料安全保障の確立 
 ○ 食料供給に係るリスクの定期的な検証等、○ 海外や国内におけるリスクへの対応 
（６）国際交渉への対応 
 
２．農業の持続的な発展に関する施策 
（１）担い手の育成・確保 
 ○ 法人化、経営の多角化等を通じた経営発展の促進、○ 新規就農や経営継承、企業の農業参入の促進、 
 ○ 女性の活躍推進 
（２）力強い農業構造の実現に向けた担い手への農地集積・集約化と農地の確保 
 ○ 担い手への農地集積・集約化、○ 耕作放棄地の発生防止・解消等、○ 農地転用許可制度の適切な運用 
（３）担い手に対する経営安定対策の推進 
 ○ 担い手を対象とした経営所得安定対策の着実な推進、○ 経営の新たなセーフティネットとしての収入保険制度  
 等のあり方の検討 
（４）構造改革の加速化や国土強靱化に資する農業生産基盤整備の推進 
 ○ 力強い農業を支える農業生産基盤整備の推進、○ 老朽化等に対応した農業水利施設の持続的な保全・管理 
 ○ 強靱な農村づくりに向けた防災・減災対策の推進、○ 農業構造、農村の変化等を踏まえた土地改良制度の検   
 証・検討 
（５）需要構造等の変化に対応した生産・供給体制の改革 
 ○ 米政策改革の着実な推進、飼料用米等の戦略作物の生産拡大、○ 畜産クラスター構築等による畜産・酪農の  
 競争力の強化、○ 園芸作物、有機農産物、薬用作物等の供給力の強化 
（６）農業の生産・流通現場の技術革新等の実現 
 ○ 戦略的な技術開発と技術移転の加速化、○ 生産・流通システムの革新、○ 効果的な農作業安全対策の推進 
（７）総合的な環境政策の推進 
 ○ 気候変動に対する緩和・適応策の推進、○ 生物多様性保全・利用の推進、○ 農業の自然循環機能の維持増  
 進とコミュニケーションの促進 
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３．農村の振興に関する施策 
（１）多様な分野における地域資源の積極的活用による雇用と所得の創出 
 ○ 地域資源を活かした農業と周辺産業の活性化、○ 地域の農産物等を活かした新たな価値の創出、○ バイオマスを基軸とする新た  
  な産業の振興、○ 農村における再生可能エネルギーの生産・利用の推進 
（２）地域コミュニティ機能の発揮等による地域資源の維持・管理等 
 ○ 「集約とネットワーク化」による集落機能の維持等、○ 多面的機能支払制度の着実な推進、○ 中山間地域等直接支払制度の推進、  
 ○ 深刻化・広域化する鳥獣被害への対応 
（３）都市と農村のつながりの強化 
 ○ 観光・教育・福祉などと連携した都市農村交流の促進、○ 都市から農村への移住・定住の促進、○ 多様な役割を果たす都市農業 
  の振興 
 
４．東日本大震災からの復旧・復興に関する施策 
 ○ 地震・津波災害からの復旧・復興、○ 原子力災害からの復旧・復興 
 
５．団体の再編整備等に関する施策 
 ○ 農業協同組合系統組織、○ 農業委員会系統組織、○ 農業共済団体、○ 土地改良区 
 
第４ 施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 
 効果的・効率的な施策の推進や国民視点に立った政策の決定、施策の進捗、管理と政策評価の活用、財政措置の効率的かつ重点
的な運用など、農政改革を進めていく上での留意事項について記述してはどうか。 
 
Ⅲ．新たな食料・農業・農村基本計画と併せて提示する展望等について 
 過去の基本計画策定時に併せて提示した展望等や、これまでの企画部会における検討を踏まえ、以下の展望等を提示してはどうか。 
○ 農業構造の展望、○ 農地面積の見通し、○ 「農業・農村の所得倍増」に向けての対応方向、○ 経営展望、○ 活力ある農山漁村づく
りに向けてのビジョン、○ 農林水産研究基本計画 
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